


JALグループ企業理念

JALグループは、総合力ある航空輸送グループとして、

お客さま、文化、そしてこころを結び、

日本と世界の平和と繁栄に貢献いたします。

（1）安全・品質を徹底して追求します

（2）お客さまの視点から発想し、行動します

（3）企業価値の最大化を図ります

（4）企業市民の責務を果たします

（5）努力と挑戦を大切にします
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コーポレート・ガバナンス
－基本的な考え方およびその体制・施策－

JALグループは、社会に開かれた健全で透明な企業活
動を行いつつ企業価値を最大化し、すべてのステークホ
ルダーに利益を還元していくことを目指しています。コー
ポレート・ガバナンス、内部統制およびリスクマネジメント
の強化やコンプライアンスの徹底、経営の透明性確保は
極めて重要であると考え、以下の体制のもと、諸施策を実
施しています。

（１）持株会社と事業会社との間で、グループ全体に対する
経営責任と各事業運営に対する責任とを分担すると
ともに、持株会社が事業会社を監督する体制をとって
います。

（２）意思決定の迅速化を図る観点から、執行役員制度を採
用しており、取締役１０名、執行役員４名の体制としてい
ます（株式会社日本航空２００５年６月２８日現在）。また、
各々の役員任期を１年として、各年度の経営責任の明
確化を図っています。

（３）透明かつ公正な企業活動を促進し、コーポレート・ガ
バナンスの体制拡充を図るため、監査役制度の強化
を図りつつ、６名の監査役のうち、２名を社外監査役と
しています。また、社外取締役を３名選任しています。

（４）グループCEO、社外取締役、社外監査役を構成員とし、
役員報酬のあり方について取締役会に答申を行
う、役員報酬諮問委員会を設置しています。

（５）主要子会社・関連会社については、グループ経営の観
点から、持株会社が定めた指針に沿って両事業会社な
どが適切な経営管理を行う体制とし、責任の明確化と
経営執行の円滑化を図り、グループとしてのコーポ
レート・ガバナンスの充実を図っています。

（６）当社顧問弁護士との緊密な連携および嘱託弁護士の
迎え入れなどを通じ、グループ運営にかかわる法務リ
スク管理体制の強化に努めています。

（７）単年度業績主義を一層推進する観点から、２００４年度
をもって役員退職慰労金制度を廃止しています。

（８）監査役監査に加え、内部統制機能、チェック機能を強
化するため、以下の内部監査を実施しています。
・業務監査（部門監査）
各部門（各事業所）単位で、その司掌する業務全般
について監査を実施しています。
・業務監査（テーマ監査）
グループ・事業会社の方針・制度・運用に関し、選定
した特定のテーマをもとに会社・組織を横断した監
査を実施しています。

・会計監査
各部門（各事業所）単位で、会計に関する取り扱い
規則・基準に則り手続きがなされているか否かにつ
いて監査を実施しています。
・グループ監査
グループ経営方針とグループ各社に与えられた経
営ミッションに基づく事業運営の推進、各社のコン
プライアンス、内部統制、リスクマネジメント機能の
向上に資することを目的に、グループ各社に対し監
査を実施しています。

・環境監査
環境法令および環境に関するグループ方針・規則な
どに則った事業運営の推進を図ることを目的に、事
業会社を含むグループ全体を対象範囲として監査
を実施しています。

持株会社（監査担当部門：業務監理部）
部 門 監 査：自社部門を対象
テーマ監査：グループ全体を対象
会 計 監 査：自社部門を対象
グループ監査：グループ会社を対象
環 境 監 査：グループ全体を対象

両事業会社（監査担当部門：業務監理部）
部 門 監 査：自社部門を対象
テーマ監査：グループ全体を対象
会 計 監 査：自社部門を対象

グループ会社

コーポレート・ガバナンスと内部統制

基本的な考え方



18

（１）リスクマネジメントを管轄する組織として、持株会社
にコンプライアンス・リスク管理委員会、総合安全推進
委員会、安全対策本部会を、両事業会社に企業行動点
検･リスク管理委員会、総合安全推進委員会、安全対策
本部会を設置しています。

（２）持株会社・両事業会社の各委員会の役割分担について

は、航空事業を営む会社の特性を踏まえ、リスクの内

容を「航空輸送の遂行にかかわるリスク（＝オペレー

ションリスク*）」と、それ以外の「企業運営にかかわる

リスク（＝企業リスク）」の２つに大別した上で、それぞ

れ以下の役割分担で対応しています。

* オペレーションリスクとは、3S＝S a f e t y・S e c u r i t y・
Sanitarinessにかかわるリスクで、具体的には航空安全、航空保
安、機内食中毒にかかわるリスクなどのことをいいます。

■コンプライアンス・リスク管理委員会（持株会社）お

よび企業行動点検・リスク管理委員会（両事業会社）

・リスクマネジメント全般に関する理念・方針の策定

・企業リスクへの対応

■総合安全推進委員会（持株会社・両事業会社）

・安全に関する理念・方針の策定

・航空安全に関する全社企画

・オペレーションリスクへの対応

■安全対策本部会（持株会社・両事業会社）

（１２ページに記載のとおり）

リスクマネジメントにかかわる情報収集および通報

ルートは、持株会社と両事業会社内で通常時・緊急時

に分けて設定され、予防措置への対応と事象発生時

の速やかな通報体制を確立しています。また、緊急事

態が発生した場合の役員の責任体制も別途定められ

ています。

（３）コンプライアンス・リスク管理委員会（持株会社）およ

び企業行動点検・リスク管理委員会（両事業会社）の事

務局を支援する組織として、各社に「企業リスク対策

部会」を、また、総合安全推進委員会（両事業会社）の

下部組織として、両事業会社に「航空安全推進委員会」

と「オペレーションリスク対策委員会」を設置してい

ます。

リスクマネジメント

ＪＡＬグループのリスクマネジメント体制

＜企業リスク＞ ＜オペレーションリスク＞

コンプライアンス・リスク管理委員会

事務局

企業リスク対策部会

総合安全推進委員会

事務局

安全対策本部会

事務局

安全対策本部会

事務局

企業行動点検･リスク管理委員会･

事務局

企業リスク対策部会

総合安全推進委員会

航空安全推進
委員会

オペレーションリスク
対策委員会

事務局

オペレーションコントロールセンター

本社・支店・グループ会社

２４時間体制２４時間体制２４時間体制

対策本部

持株会社

両事業会社

状況により設置状況により設置

危機管理情報危機管理情報



JALグループでは、グループ全体でコンプライアンス
に関する共通のコンセプトを確立するために、コンプライ
アンスの意味・内容を次のように定め、各種の教育・啓発
活動・メッセージ発信などを通じて繰り返しその周知を
図っています。

【JALグループにおけるコンプライアンスとは】

単に法令を守ることにとどまらず、社内規則、社会常識、契

約など「決められたこと（あるいは自分たちで決めたこと）を

守る」ということ。

持株会社に「コンプライアンス・リスク管理委員会」を、
両事業会社に「企業行動点検・リスク管理委員会」を設置
し、コンプライアンスの推進を図っています。持株会社の
委員会は、グループ戦略の一貫性・統一性が求められる事
項（理念・方針の策定など）を企画・推進するとともにグ
ループ各社の活動状況をモニターし、一方、両事業会社の
委員会では、その理念・方針に基づきコンプライアンスに
関する諸施策を実行しています。

◆各種教育の実施
・新任管理職研修、出向前研修、海外赴任前研修、新入社
員教育リーダー養成研修などの機会を通じた集合教育
を実施しています｡
・グループ全社（国内）において、e-learning方式によ
る「コンプライアンス入門」教育を実施しています。

◆コンプライアンス・ネットワーク活動
JALグループ会社間において、コンプライアンス関連

の情報交換、意識啓発、コンプライアンス推進体制の確
立・強化を図ることを目的とした情報ネットワークを立ち
上げ、現在、国内グループ会社約１００社が登録しています。
主な活動は以下のとおりです。
・コミュニケーション誌「マモルくん」の発行（隔月）
・グループ各社の体制確立・強化施策への全般支援
・グループ各社からの質問・相談に対する受付・アドバイス
・グループ各社への教育の実施、または教材の提供

◆JALグループ「コンプライアンス月間」の実施
コンプライアンス活動の推進と「グループ行動規範」の
徹底を目的に、グループ全体の取り組みとして、２００１年度
から年に１回以上実施しています。グループ全社員を対象
にしたチェックシートによる自己点検、コンプライアンス
に関する意識調査なども実施しています。

◆各種メッセージの発信（グループ全社員向け）
JALグループでは、グループ全社員に対し、これまで節
目節目の機会をとらえてコンプライアンスに関する情報
やメッセージを発信してきました。ちなみに、２００３年度は、
職場における身近な問題を題材とした２人の登場人物の
問答形式による「コンプライアンス問答」を、２００４年度は、
社員からの声に対してポイントを解説した「コンプライア
ンス道場」を両年とも１０月～３月にかけて、計１０号ずつ発
信しました。

◆相談窓口
持株会社および両事業会社に、コンプライアンス全般に
関する相談窓口を設置し、グループ各社社員から電話・
FAX・e-mailなどによる相談を受け付けています。コン
プライアンス相談窓口では、公益通報者保護法の趣旨に
沿った運用に努めるとともに、相談者の意向を尊重し、プ
ライバシー保護を最優先するなどの配慮を行っています。
さらに、法律に関するグループ全体の専門相談窓口として
「法務相談センター」も別途設置しています。

コンプライアンスを推進する各種活動

コンプライアンス推進体制

JALグループにおけるコンプライアンス
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コンプライアンス
－社会的責任を果たし、企業価値を高めていくための取り組み－

コミュニケーション誌
「マモルくん」

メッセージ発信
「コンプライアンス道場」

企業行動点検・
リスク管理委員会

（株）日本航空インターナショナル
（事業会社）

コンプライアンス・リスク管理委員会
（株）日本航空（持株会社）

グループ会社（コンプライアンス担当）

企業行動点検・
リスク管理委員会

（株）日本航空ジャパン
（事業会社）
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事業業績および輸送実績報告

2002 2003 2004

  有償旅客数（千人） 14,641 11,745 14,743
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  有償旅客キロ（百万人キロ） 69,959 59,160 68,986
  有効座席キロ（百万席キロ） 101,319 91,645 99,492
  有償座席利用率（%） 69.0 64.6 69.3

有償旅客キロ／有効座席キロ／有償座席利用率 
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2002 2003 2004

  有償トンキロ（百万トンキロ） 11,053 10,032 11,253
  有効トンキロ（百万トンキロ） 16,665 15,481 16,614
  有償重量利用率（%） 66.3 64.8 67.7

有償トンキロ／有効トンキロ／有償重量利用率 
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  売上高（億円） 20,835 19,317 21,299

  営業費用（億円） 20,729 19,994 20,737

売上高／営業費用 
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2002 2003 2004

  営業損益（億円） 106 △676 561
  経常利益（億円） 158 △719 698
  当期純利益（億円） 116 △886 301

営業損益／経常利益／当期純利益 
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2002 2003 2004

2002 2003 2004

  従業員数（人） 54,885 54,053 53,962

従業員数 
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輸送実績 国際線

輸送実績 国内線

2002 2003 2004

  有償旅客数（千人） 46,520 46,427 44,705
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  有償旅客キロ（百万人キロ） 34,820 34,628 33,368
  有効座席キロ（百万席キロ） 53,312 54,206 52,410
  有償座席利用率（%） 65.3 63.9 63.7

有償旅客キロ／有効座席キロ／有償座席利用率 
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  有償トンキロ（百万トンキロ） 3,069 3,050 2,974
  有効トンキロ（百万トンキロ） 6,292 6,384 6,157
  有償重量利用率（%） 48.8 47.8 48.3

有償トンキロ／有効トンキロ／有償重量利用率 
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